
●開催日　平成26年5月14日
決定事項
（１）第８期代議員総選挙の日程について
（２）厚生年金基金制度の見直しについて
報告事項
（１）平成25年度年金資産運用状況（運用結果）について（平成26

年３月末現在）
（２）平成26年度年金資産運用状況について（平成26年４月末現在）
（３）理事長専決処分について
（４）事業概況について（平成26年３月末現在）
（５）月例監査の結果について

●開催日　平成26年7月16日
決定事項
（１）常務理事及び運用執行理事の指名について
（２）代議員会に提案する議題について
　　①監事の選挙について
　　②理事長に対する専決処分の委任について
　　③厚生年金基金制度見直しについて

●開催日　平成26年9月9日
決定事項
（１）代議員会に提案する議題について
　　①平成25年度決算（運用状況を含む）及び業務報告について
　　②基金規約の一部変更について
　　③解散方針決議に伴う解散計画について
　　④企業年金連合会の実施する支払保証事業の廃止について
　　⑤平成26年度業務経理予算の変更について

●開催日　平成26年5月14日
決定事項
（１）厚生年金基金制度の見直しについて

●開催日　平成26年7月16日
決定事項
（１）監事の選挙について
（２）理事長に対する専決処分の委任について
（３）厚生年金基金制度見直しについて
報告事項
（１）代議員及び役員選挙の結果について
（２）理事長専決処分について
（３）平成25年度年金資産運用状況（運用結果）について（平成26

年３月末現在）
（４）平成26年度年金資産運用状況について（平成26年６月末現在）
（５）事業概況について（平成26年５月末現在）
（６）月例監査の結果について
（７）指定年金数理人による四半期毎の財政診断結果について
（８）基金制度変更説明会スケジュールについて

●開催日　平成26年9月9日
決定事項
（１）平成25年度決算（運用状況を含む）及び業務報告について
（２）基金規約の一部変更について
（３）解散方針決議に伴う解散計画について
（４）企業年金連合会の実施する支払保証事業の廃止について
（５）平成26年度業務経理予算の変更について
報告事項
（１）事業概況について（平成26年７月末現在）
（２）年金資産運用状況について（平成26年８月末現在）
（３）月例監査の結果について
（４）指定年金数理人による四半期毎の財政診断結果について
（５）新しい企業年金基金制度の内容について（DC制度）
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基金の代議員・役員（理事・監事）が改選されました
　このたび、基金を運営するうえでの重要事項を決定する議決機関
である代議員会の代議員及び基本的業務の執行についての意思決
定機関であり、代議員から選定及び互選される理事で構成される理
事会の理事が任期満了に伴い改選されました。
　また、代議員の中から選出されます監事についても改選されました。

任期は、平成26年７月20日から平成29年７月19日までの３年間となっ
ております。任期満了に伴い退任されました前理事、前代議員、また、
退職に伴い任期途中で退任されました前理事、代議員の皆様に対し
まして、基金に寄せられましたご理解とご尽力に深く感謝申し上げま
す。

［理事、監事、代議員の方々］
当基金の事業運営にあたる第8期の役員、代議員は、以下の方々です。

選　　　　　定 互　　　　　選

なお、永江啓一互選理事につきましては、平成26年7月31日で退任され、代議員・理事選挙の結果、全国農業機械商業協同組合連合会の田中宏樹参事
が互選理事に就任されました。

　当基金は、平成26年７月16日に開催されました第48回代
議員会において、解散方針を議決し、新たに新企業年金を
創設することを議決いたしました。

１．経緯
　厚生年金基金解散の経過につきましては、平成24年２月
24日に発覚いたしましたAIJ投資顧問の巨額年金資産消失事
件を契機に、厚生労働省内に設置された「厚生年金基金等
の資産運用・財政運営に関する特別対策本部」において、
基金制度廃止の方針が決定されました。
　その後の社会保障審議会年金部会の下に設置された専門
委員会でも「基金制度廃止」でとりまとめが行われ、法案
の作業に入りました。
　最終的には基金存続の道も残したものの、実質的な基金
廃止の内容となった厚生年金保険法改正案が閣議決定され、
国会審議を経て、平成25年６月19日改正案が可決成立し、
６月26日に公布されました。
　当基金では、こうした基金制度を取り巻く行政の動きを
注視しつつ、平成24年11月14日の理事会・代議員会から、
基金の解散・存続や他の企業年金基金への移行等、種々検
討を重ねてまいりましたが、今回の法律改正により、基金
存続のためには、今の掛金（基本標準掛金3.9％、加算標準
掛金1.0％、加算特別掛金1.1％）に加え、さらに現在の加算
標準掛金の約４倍もの掛金のご負担をお願いするか、国よ
りも常に高い運用利回りを指向するか、大変厳しい条件が
国の基準になっています。
　このような条件では、これ以上厚生年金基金を存続させ
ることは、加入事業所の事業運営に深刻な問題が発生する
ことから、これ以上の基金の存続は苦汁の決断ではありま
すが、困難と判断するに至りました。

２．検討の内容、及び結果
　このような状況の中、理事会・代議員会において２年に
わたり基金制度の見直しについて検討を重ねてまいりまし
たが、基金のメリット及びデメリット、事業主掛金のご負担、
従業員・年金受給者・年金受給待機者の年金及び外部積立
の安心感等を考慮するとともに、国の年金の支給年齢の引
き下げの検討、マクロ経済スライドの見直し等国の年金額
の減少する姿が見えてくる中、従業員の老後の生活に役立
つ業界独自の基金制度は必要との結論となり、平成26年７
月16日の第48回代議員会において、厚生年金基金制度の解
散の方針議決、及び新しい企業年金基金制度を設立するこ
とが議決されましたので、ご報告いたします。
　今回は、あくまでも解散方針の議決であり、今後、関係
機関と解散に向けた手続きを進めていくことになりますが、
解散認可までの間は、適用、掛金のご負担及び年金受給者
への年金の支払いなどの基金事務は現在と同様の運営をし
てまいります。

　今後は事業主並びに加入員の皆様の同意を得た上で、解
散の議決を行い厚生労働省へ申請し、認可を得て解散が確
定することになりますが、解散には概ね２年から３年かか
る予定です。
　なお、今回の代議員会では加入員の福利厚生の観点から
厚生年金基金に代わる新たな年金制度の設立も議決されて
おり、解散の手続きと並行して、理事会・代議員会及び新
たに発足した制度検討委員会において検討を進めてまいり
ます。
　また、解散にいたる経緯及び新しい企業年金基金制度の
内容につきましては、後日説明会を開催いたしますので、
その際、事業主及び年金受給者等の皆様に、ご案内したう
えで詳しく説明させていただきます。

３．新基金の内容
⑴　新基金は、確定企業年金基金をベースに、確定拠出年
金を併設する形になります。解散に伴う分配金を新基金
へ移し、年金原資とします。掛金負担は従来どおり全額
事業主負担となります。下図のとおり確定給付企業年金
（30％）、確定拠出年金（70％）の割合で資産を配分いた
します。分配金は確定拠出年金へ移します。（加入員のみ）

　ベースの確定企業年金は全事業所共通となりますが、上
の部分の確定拠出年金と確定給付企業年金はどちらか一
つを選択することになります。
　確定給付企業年金制度
　・予定利年（給付の利息をまかなう為の収益目標）と給
付利率（年金に対しての利息）を厚生年金基金の5.5％
から2.5％へ引き下げます。

　・一時金は、厚生年金基金と同様の給付とします。
　・年金は、５年・10年・15年の有期年金とし、受給期間
を選択とします。ただし、終身年金は廃止します。

　確定拠出年金
　・加入者自身で運用し、収益を求める。
　・追加負担はありません。
　・運用コストは非課税です。
　なお、新しい企業年金の掛金は、確定給付企業年金、確
　定拠出年金とも非課税となります。

厚生年金基金の解散方針決議並びに新基金設立について厚生年金基金の解散方針決議並びに新基金設立について

※既にDCを実施している事業所等はDCへの
参加はできません（DBの選択）
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　10月に入り大型の台風18号・19号と連続して九州から関東
へ通過し、全国的に大きな雨・風の被害が出ました。被災さ
れた加入事業所の皆様に心からお見舞い申し上げます。
　平成26年度になり半年が経過しておりますが、基金の資産
運用につきましては、９月末現在、修正総合利回りで4.55％
となっております。基金の運用は良好に推移しております。

　基金の解散方針決議並びに新設基金につきましては、10月
から12月にかけて全国11ヶ所で説明会を開催いたしますの
で、ご出席のほどよろしくお願いいたします。
　今後とも引き続き中・長期的な視点に立った年金資産運用
により、基金の健全財政の維持を図ってまいります。

種　目

支給の
要　件

支給額

結　婚　祝　金

加入員が死亡
したとき。

一律　２万円

死亡弔慰金

一律　２万円

１、加入員が結婚したとき。
２、加入員期間が１年以上ある者が、退職後３カ

月以内に結婚したとき。ご冥福をお祈りいたします
4人のご遺族の方に死亡弔慰金を支給いたしました。

62人の方々に結婚祝金を
お贈りいたしました。

●結婚祝金などの請求は、お忘れなく
　基金では、加入員の皆様の福利厚生の一環として、慶弔金の支給を行っ
ております。
　給付種別として結婚祝金と死亡弔慰金の2種目があります。
　支給要件に該当いたしましたら速やかに請求を行ってください。
　支給要件に該当した日（婚姻届を提出した日）から2年を経過したときは、
時効により支給を受ける権利が消滅します。

福祉施設事業実施状況
（平成26年4月1日～平成26年9月30日）

基金の現況
事業所数 加入員数 平均給与月額 年金受給権者数

234事業所
男子　6,272人
女子　1,386人
計　　7,658人

男子
女子
平均（男女合計） 

308,142円
217,604円
291,766円

男子　3,014人
女子　   669人
計　　3,683人

（平成25年9月末現在）

〒101-0032　東京都千代田区岩本町2-15-10　ニュー山本ビル5階
☎ 03（3863）6061㈹　FAX 03（3863）6210
電子メール　noukihan1817@deluxe.ocn.ne.jp
ホームページアドレス　http://www.nogyo-kikai-pf.or.jp

⑵　受給者・受給待期者の方
　厚生年金基金解散に伴い、厚生年金基金の代行部分（基
本年金）は国へ返します。代行部分（基本年金）は、国
から年金を受けることになります。
　一方、加算部分と基本上乗せ部分は解散後、分配金として
の一時金で支払います。（厚生年金基金の支払いは終了します。）
　ただし、厚生年金基金の分配金を、新基金（確定給付
年金）へ移すことにより、分配金を給付原資として、年
金又は一時金を受取ることができます。

４．厚生年金基金の解散方針決議並びに新基金設立につい
ての説明会につきましては、事業主・受給者・受給待期者
へ文書にてお知らせしております。
　説明会につきましては、お忙しいところ申し訳ありませ
んが出席のほどお願いいたします。

５．厚生年金基金の解散・新基金設立のスケジュールにつ
いては、平成28年４月１日を解散・新設の予定して準備を
進めております。
　進捗状況につきましては逐次お知らせいたします。
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分配金で受け取る又は、
分配金を新基金へ
移すことにより一時金
または年金で受取（ ）


